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○本マニュアルの活用にあたって 

 

このマニュアルは、熊本市戸建木造住宅耐震診断士（以下、「耐震診断士」という）

が熊本市戸建木造住宅耐震改修事業（設計改修一括）を実施するにあたり、補助金交付

申請から耐震改修工事完了までの一連の流れを円滑に進めていただくことを目的とし

て作成したものです。 

 このマニュアルでは、主に、熊本市戸建木造住宅耐震改修事業（設計改修一括）にお

ける事業の流れを中心に説明をしています。 

 耐震補強計画設計、耐震改修工事の詳細については【耐震診断士向け 補助申請マニ

ュアル（資料編）】に記載をしておりますので、そちらも併せてご確認いただきますよ

うお願いいたします。 
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事業の概要                                     

 

耐震改修事業を行う耐震診断士                          

熊本市戸建木造住宅耐震診断士派遣事業で登録されている建築士（耐震診断士） 

 

設計改修一括の補助について 

 

 

★熊本市戸建木造住宅耐震化事業（遡及補助）は令和２年度をもって制度を終了してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助の対象となる経費 

（補助対象経費） 

補助対象住宅の耐震改修工事に要する費用（５千円の倍数

となるよう端数を切り捨てた額とする） 

補助率 耐震改修工事費の４/５以内 

補助金額 上限１００万円 

設計改修一括（以下、「本事業」という）は、耐震診断士が耐震診断を実施した住宅で、

上部構造評点を１．０未満から１．０以上にするための補強計画設計（補強案の検討や

設計図書の作成、工事費の積算など）、耐震改修工事（工事監理を含む）を一括で実施す

る場合の工事費用（工事監理の費用は除く）の一部を所有者等へ補助するものです。 

また、本事業は熊本市戸建木造住宅耐震改修事業実施要綱（以下「実施要綱」という）、

熊本市戸建木造住宅耐震改修事業補助金交付要綱（以下「交付要綱」という）に基づき、

運用します。 
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対象住宅                                    

本事業の対象住宅は以下の全てに該当するものです。 

 

１．耐震診断士による耐震診断の結果、上部構造評点が１.０未満と評価されたもの 

２. 熊本市内にある、人が住んでいる又は住む見込みがある戸建木造住宅 

（併用住宅の場合、店舗等の床面積が延床面積の２分の１未満のもの） 

３. 在来軸組構法又は伝統的構法によって建てられたもの 

４. ３階建てまでのもの 

５. 平成１２年５月３１日以前に着工したもの 

（昭和５６年６月１日以降に着工したものは、熊本地震による罹災証明を取得されて

いるものや被害写真等により被害が確認できるもの） 

６. 平成１２年６月１日以降に増築している場合、増築部分の床面積が延床面積の２分

の１以下のもの  

７. 原則として、建築基準法に係る違反のないもの 

８. 過去にこの事業又は他の事業の補助金等の交付を受けて補強計画設計、耐震改修工

事をしたことのないもの 
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補助の申請者                                  

申請者は次のすべてに該当している方とします。 

※１：「住宅の所有者」＝「補助の申請者」＝「補強計画設計・工事監理・工事の契約

者」が原則です。 

 

★所有者と同等と市長が認めるものについて 

以下の①～③の例については、必要書類を提出していただくことで、補助の対象とする

ことが出来ます。なお、以下に示した例はあくまでも一例ですので、対象とできるかご不

明な場合は、熊本市までご相談ください。 

 

①現在は空き家となっているが、耐震改修工事後に所有者が居住する場合 

・念書★ 

 

②住宅の所有者が故人で、代理者（２親等以内）が申請をする場合 

・所有者が亡くなっていることが分かる書類 

・所有者との続き柄が分かる書類 

・念書★ 

 

③中古住宅を購入して耐震改修工事後に所有者が居住する場合 

・中古住宅売買の契約書 

・念書★ 

 

★念書の書き方や記載する内容等についてご不明なことがある場合は、熊本市までご

相談ください。 

 

 

 

 

 

①改修工事をする住宅の所有者※１または所有者と同等と市長が認めるもの★ 

②補強計画設計・工事監理・改修工事の契約者※１ 

③市税を滞納していない方 

➃同一敷地内の建物で、以前に耐震改修工事の助成（補助金）を受けていない方 

⑤暴力団、暴力団員又はこれらと密接な関係を有する者でない方 
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本事業で発生する業務について                          

 

補強計画設計 

 

耐震改修工事 

 

工事監理 

 

 

 

 

 

 

 

 

・再診断（追加調査、現況の耐震診断書の作成を含む） 

・申請者との打合せ 

・補強方法の検討 

・補強案の作成 

・現況の各階平面図の作成 

・耐震改修工事の設計図書の作成（補強後の耐震診断書の作成を含む） 

・耐震改修工事費の積算 

・耐震改修工事の工事監理（工事中の現場確認や問題への対処、工事写真の撮影・

管理等） 

・工事監理報告書の作成及び申請者への報告 

・筋かいおよび構造用合板等による壁の補強 

・金物等による補強 

・基礎の補強 

・屋根の軽量化 

・上記の耐震改修のために必要な現状復旧費（補強範囲におけるクロスの復旧、押

入等の棚の設置、エアコンの脱着等） 

設計改修一括で補助金の対象となる業務については、「耐震改修工事」の費用のみ

となっていますが、補強計画設計及び工事監理の業務は、登録診断士が実施する必

要があります。 
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熊本市 耐震診断士 申請者

補助金交付決定通知書

補助金交付申請書等

受取

補強計画設計の契約、再調査・補強案の作成・積算

補強計画設計報告書等

（設計の完了実績報告）

耐震改修工事の完了、

工事写真等の整理

完了実績報告書等

補助金交付請求書等

送 付

指定口座への振込み

提 出

提 出

補強計画設計確認通知書 受取
送 付

耐震改修工事及び工事監理の契約、

耐震改修工事及び工事監理の実施

提 出

補助金額確定通知書 受取
送 付

提 出

補助金の振込み

（３週間程度）

補助金の受領

補
強
計
画
設
計

耐
震
改
修
工
事

支
払
い

申
請

提 示

相談

受理・審査（３週間程度）

受理・審査（３週間程度）

受理・審査（３週間程度）

補強計画設計と耐震改修工事及び

工事監理（概算）の見積書を作成

補助金交付までの流れ（設計改修一括）                   

事業のフロー 
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①補強計画設計と耐震改修工事及び工事監理（概算）の見積書を作成         

注意点 

❐耐震改修工事及び工事監理の見積書の様式が分からない場合は？ 

概算の見積書については熊本市で概算の見積書の様式（P.２５参照）を作成していま

すのでご活用ください。なお、耐震診断士が独自で作成した概算の見積書でもかまいま

せん。ただし、補強計画設計の契約は締結しないでください。 

 

❐リフォーム工事や耐震補強工事以外の修繕などの要望がある場合は？ 

本事業で補助の対象としているのは、耐震改修工事に係る費用となっておりますので、

リフォーム工事等の費用については補助の対象外となることを伝えてください。 

 

❐対象住宅に建築基準法違反がある場合は？ 

建築基準法違反が有る場合は補助対象になりません。判断に迷う場合は、ご相談くだ

さい。 

 

❐業務内容及び工事金額にご納得いただいていますか？ 

申請者が業務内容や補助金制度ご理解いただいていない場合、トラブルの原因にもな

りますので、本事業の内容・見積内容等をご説明の上、申請を行ってください。 

 

❐他の補助事業と併用して本事業を進める場合は？ 

耐震診断士が申請者に補助金を併用するかを確認し、本事業との併用が可能か※１ど

うかをお調べの上、熊本市へご相談ください。原則として、併用する事業の経費が本事

業の経費と重複する場合には、補助金はお支払いできません。 

※１：本事業では補助金の併用が問題なくても、他の事業では併用を認めていない場合がございます。 

【他の補助事業の例】 

①こどもエコすまい支援事業  ②既存住宅における断熱リフォーム支援事業 

その他、工事請負契約が別であるか等、耐震診断士にて十分ご確認ください。 

 

❐過去に熊本市の耐震シェルター工事の補助金を受けたものでも、設計改修一括の 

事業に申し込めるのか？ 

その場合は耐震シェルター工事補助金の額を差し引いた額を補助金額とします。 

例）既に耐震シェルターの補助金（２０万円）を受け取っている場合 

  １００万円（設計改修一括の条件）-２０万円＝８０万円➡補助金の上限 

耐震診断後、申請者から補強計画設計及び耐震改修工事を実施したいと相談を受

けたときは、本事業の内容を十分にご説明していただき、十分に納得をしていただ

いた上で、申請の準備（補強計画設計の見積書と耐震改修工事及び工事監理にかか

る費用の概算の見積書の作成等）を行ってください。 
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②「補助金交付申請書」等の提出                          

★申請者（補助金の交付を受けようとする者）が「補助金交付決定通知書」を受けたら、

補助事業者となります。 

 

補助金交付申請に必要な書類 

提出書類 摘要 

補助金交付申請書 

(交付要綱 様式第一号) 
・ホームページからダウンロード可能です。 

事業計画書（別紙１） ・ホームページからダウンロード可能です。 

補強計画設計の見積書の写し 
・様式はございませんので、耐震診断士の皆様でご準備

ください。(日付の記載、押印が必要です) 

耐震改修工事及び工事監理の 

概算の見積書の写し 

・ホームページからダウンロード可能です。 

また、耐震診断士が独自で作成した概算の見積書でも

かまいません。 

住民票の写し 

・各区の区役所区民課及び出張所で取得できます。 

・個人番号カード（マイナンバーカード）を利用して、

コンビニエンスストアでも取得可能です。 

住宅の所有者がわかる書類の写し

（登記事項証明書） 

・登記事項証明書は法務局（熊本市中央区大江３－１－

５３）で取得できます。 

市税の滞納がないことの証明書の

写し 

・中央区役所は市民税課、その他の区役所（北、南、

東、西）は税務室で取得できます。 

補助事業の実施に係る同意書 

（別紙２） 

・対象住宅に共有者または賃借人がいる場合は提出が必

要です。（P.２９参照） 

建築確認済証の写し又は当該住宅

の建築年月日がわかるもの 

・登記事項証明書で建築年が確認できる場合は省略可能

です。 

罹災証明書又は罹災報告書 

・昭和５６年６月１日以降に着工したものの場合はどち

らかの提出が必要です。 

・罹災証明書は各区役所の福祉課で取得できます。 

・罹災証明書が提出できない場合、罹災報告書（派遣要

綱様式第２号）をご提出ください。 

耐震診断結果報告書の写し 
・耐震診断結果報告書の写し、耐震診断ソフトの計算

書、調査写真を提出ください。 

委任状（交付要綱 別紙３） 
・耐震診断士が手続きを委任される場合に必要です。 

 （P.３０参照） 

その他市長が必要と認める書類 ・必要に応じて提出をしていただくことがございます。 

本事業の申請する際には、「補助金交付申請書」（交付要綱 様式第１号）等を熊

本市に提出してください。 

熊本市は補助金交付申請書を受理した後、審査を行い、内容が適当と認めた時 

は「補助金交付決定通知書」（交付要綱 様式第２号）を申請者に送付します。 

「補助金交付決定通知書」を補助事業者★が受け取ったら、補助事業者より連絡が

ございます。 
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注意点 

❐申請者は適切ですか？ 

本事業は原則、「住宅の所有者」＝「補助の申請者」＝「工事の契約者」を守ってい

ただく必要がございます。 

ただし、住宅の所有者ではない方が申請する場合で所有者と同等と市長が認めるもの

については、必要書類を提出していただくことで、申請可能となる場合がございますので、 

その場合は申請前に熊本市にご相談ください。（P.３参照） 

 

❐申請書等の様式は最新のものですか？ 

最新の様式は、熊本市のホームページで公開をしておりますので、そちらをご使用く

ださい。 

 

❐申請者の押印する印鑑等ついて 

各書類（申請書等の様式、契約書）に使用する印鑑は認印で構いません。ただし、各

書類ともに同じ印鑑を使用してください。また、令和５年度より、一部の様式について、

捨印欄の“捨印”の文字を削除しましたので、最新の様式をご使用ください。 

 

❐住宅の所在地（地番）が分からない場合は？ 

住宅の所在地（地番）は登記事項証明書でご確認ください。 

 

❐熊本市の耐震診断士派遣事業を利用せずに申請者の自費で耐震診断を実施した場合

は申請できるのか？ 

熊本市耐震診断士派遣事業を利用せずに耐震診断を実施した場合でも、耐震診断士が

耐震診断を実施していれば、本事業への申請は可能です。 

その場合でも、耐震診断士派遣事業と同じように、『耐震診断結果報告書、耐震診断

書（診断ソフトによる計算結果）、調査の状況写真等』を提出してください。 

また、自費での耐震診断の場合、耐震診断結果報告書の内容についての指摘事項が多

く、補助金交付決定通知までに時間を要し、申請者に迷惑がかかってしまいます。 

本市の派遣事業と同等以上の耐震診断の実施・耐震診断結果報告書の作成をお願いしま

す。 

 

❐「事業計画書（別紙１）」や熊本市が作成した「耐震改修工事概算見積書」に入力さ

れている床面積の根拠が分かる書類は提出されていますか？ 

原則、耐震診断書に記載される床面積を記載してください。耐震診断ソフトによって

は、必要耐力算定用面積しか記載されない場合があるので、その際は、登記事項証明書

や建築確認の床面積を記載してください。 
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❐対象住宅に共有者がいる場合は？ 

耐震改修工事の実施について共有者の同意が必要になりますので、「同意書」（交付要

綱 別紙２）を提出してください。（P.２９参照） 

❐貸家の所有者が賃借人がいる住宅を申請する場合 

 申請時に、貸家の賃借人の住民票または賃借人が対象住宅に住んでいることが分かる

公的書類（公共料金の領収書等）の写しと耐震改修工事を行うことに対して同意をして

いる旨の「同意書（交付要綱 別紙２）」を添付の上、申請をしてください。（P.２９参

照） 

 

❐事業の手続きを耐震診断士が行う場合は？ 

補助金交付申請時に「委任状」を提出することで、手続きを耐震診断士が代わりに行

うことが出来ます。ただし、委任状の提出については、申請者とご相談の上提出をお願

いします。（P.３０参照） 
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③補強計画・設計の契約、再診断、補強案の作成、積算               

※１：契約には「工事請負契約書」ではなく、「建築設計業務委託契約書」や「建築士

業務委託契約書」等の契約書を使用してください。 

 

注意点 

❐補強計画設計の契約日は補助金交付決定通知書の日付以降となっていますか？ 

補助金交付決定通知書の日付より前に契約を結ぶと、補助を受けることができなく 

なります。必ず、補助金交付決定通知書の日付以降に契約を結んでください。 

 

❐追加調査や再診断を実施した結果、上部構造評点が１．０以上となった場合は？ 

この場合は、補強計画設計内の再診断に要する費用のみが補助対象として扱われます。

それ以外の費用は補助対象外となり、補助金額の変更申請が必要になりますので、速や

かに熊本市に連絡してください。 

 

❐補強計画設計が完了した段階で耐震改修工事を実施しないこととなった場合は？ 

この場合は、補助事業の種類を変更する手続きが必要です。（P.１９参照） 

 

❐作成された設計図書の内容に整合性はありますか？ 

提出前に設計図書、見積書数量等の整合は必ず確認してください。主に建物の形状、

壁の耐力、接合金物の種類、筋かいの向き、見積数量などをご確認ください。 

 

❐申請者へ設計図書はお渡ししていますか？ 

トラブルの原因にもなりますので、熊本市へ提出する設計図書と同じものを補助事業

者へお渡していただきますようお願いいたします。 

 

 

 

 

耐震診断士は補助事業者と契約を締結し※１、補強計画設計を実施してください。 

耐震診断士は補助事業者と協議のもと、経済性、作業性、耐震改修工事後の外観

並びに、耐震改修工事中及び耐震改修工事後の居住性などを総合的に考慮し、補強

方法や補強箇所などを検討してください。 

補助事業者に作成した設計図書をもとに説明を行い、補強内容や金額等にご納得

していただいてから事業を進めるようにしてください。 
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➃「補強計画設計報告書」等の提出                         

 

補強計画設計報告時に必要な書類 

 

注意点 

❐補強計画設計を行った結果、補助金額に変更が生じた場合は？ 

「補強計画設計報告及び補助金変更承認申請書」（交付要綱 様式第６号）を熊本 

市に提出してください。熊本市は、内容を審査し、補助金額の変更の旨を記載した

「補強計画設計確認通知書」（交付要綱 様式第７号）を補助事業者に送付します。 

 

❐申請者へ最終的な設計図書はお渡ししていますか？ 

熊本市の審査の中で、提出書類に修正をしていただくことがございます。その場合は、

必ず修正した書類を補助事業者にお渡ししていただきますようお願いいたします。 

 

❐補強計画設計報告書に記載漏れはありませんか？ 

補強計画設計報告書に補助金交付決定通知書の日付・文書番号を記載する箇所があり

ますが、空欄のままとなっているものがあります。こちらは補助事業者に確認されたう

えで必ず記載いただくようお願いいたします。 

その他の書類も同様の対応をお願いいたします。 

 

提出書類 摘要 

補強計画設計報告書 

（交付要綱 様式第６号） 
・ホームページからダウンロード可能です。 

補強計画設計に係る契約書の写し 
・契約日は補助金交付決定通知書の日付以降として

ください。 

現況の各階平面図 
・作成時の注意点は「耐震診断士向けマニュアル

（設計改修一括）」【資料編】をご確認ください。 
実施要綱第４条第４項に掲げる設 

計図書 

耐震改修工事の工程表 
・会社名や作成された耐震診断士名も記載くださ

い。 

耐震改修工事及び工事監理の見積

書の写し 
・数量等をご確認の上提出してください。 

補強計画・設計の補助事業者への説明が完了したら、「補強計画設計報告書」（交

付要綱 様式第６号）等を熊本市に提出してください。 

 熊本市は補強計画設計報告書を受理した後、審査を行い、内容が適当と認めた 

時は、「補強計画設計確認通知書」（交付要綱 様式第７号）を補助事業者に送付 

します。 
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❐設計改修一括から補強計画設計＋耐震改修工事にした方が補助金額が高い場合は？ 

補強計画設計の結果、設計改修一括（４/５、上限１００万円）より補強計画設計 

（２/３、上限１４万円）＋耐震改修工事（１/２、上限６０万円）の方が受け取れる

補助金が高くなることがあるため、注意をお願いします。 

 

例） 

 

※『設計改修一括』から『補強計画設計』と『耐震改修工事』へ補助を切り分ける場合

は、P.１７～１８を参照ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要する費用 

補助金額 

設計改修一括 

（４/５、上限１００万円） 

  補強計画設計 

（２/３、上限１４万円）＋耐震改修

工事（１/２、上限６０万円） 

補強計画設計：２１万円 ― １４万円 

工事監理：１０万円 ― 
３０万円 

耐震改修工事：５０万円 ４０万円 

合計 ４０万円 ４４万円 
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⑤耐震改修工事及び工事監理の契約、耐震改修工事及び工事監理の実施        

※１：契約には「工事請負契約書」「工事監理業務委託契約書」等の契約書を使用ください。 

※２：工事写真の撮影箇所等については「耐震診断士向けマニュアル（設計改修一括）」

【資料編】をご確認ください。 

 

注意点 

❐耐震改修工事及び工事監理の契約日は「補強計画設計確認通知書」の日付以降となっ

ていますか？ 

「補強計画設計確認通知書」の日付より前に契約を結ぶと、補助を受けることがで

きなくなります。必ず「補強計画設計確認通知書」の日付以降に契約を結んでくださ

い。 

 

❐設計内容に変更がある場合は？ 

耐震改修工事監理報告書の【変更の概要欄】に変更内容を具体的に記入するとともに、

変更した設計図書等（現況診断書、補強案診断書、図面）を工事完了後の完了実績報告

時に提出してください。（P.２３参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「補強計画設計確認通知書」が補助事業者に届いたら、耐震改修工事及び工事監理 

の契約を締結してください。※１ 

耐震診断士（工事監理者）は耐震改修工事の内容を補強計画設計の設計図書と照 

合し、工事が適切に行われているかを確認し、設計図書の通りに実施されていない

ときは、設計図書の通り実施するよう施工者に指示をしてください。 

また、耐震診断士は工事の進捗状況を各工程ごとに写真で管理してください。※２ 
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⑥耐震改修工事の完了、工事写真の整理                      

※１：工事写真のまとめ方については、「耐震診断士向けマニュアル（設計改修一括）」

【資料編】をご確認ください。 

 

注意点 

❐工事写真の管理は徹底していますか？ 

補強箇所の写真の撮り忘れや不鮮明で金物等が確認できないことがありますので、工

事写真の管理は徹底して行ってください。写真の不足が多い場合は、追加で写真の撮影

を指示することがあります。 

工事写真の提出ができない場合は、その補強箇所については補助対象とできない場合

があります。 

 

❐申請者へ「耐震改修工事監理報告書」の原本はお渡ししていますか？ 

適切に工事を行うために、また補助事業が完了するためには耐震診断士による工事監

理が大変重要です。また、補助事業における工事監理の重要性が補助事業者へ伝わらず、

のちにトラブルになるケースがあります。 

工事前に工事監理の重要性を補助事業者へ伝えることはもとより、工事完了後、「耐

震改修工事監理報告書」（実施要綱 様式第１号）や工事写真を補助事業者へ提出する

ことで、工事監理の重要性への理解が深まるような丁寧な対応をお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

耐震改修工事が終わったら工事写真、材料写真を整理してください。※１ 

その後、「耐震改修工事監理報告書」（実施要綱 様式第１号）や工事写真を補助

事業者に提出し、工事内容について説明してください。 
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⑦「完了実績報告書」等の提出                          

 

完了実績報告時に必要な書類 

 

注意点 

❐完了期限は厳守できていますか？ 

本事業での完了期限は、完了実績報告書等に不足や修正が無い状態で提出することを

いいます。熊本市の審査には３週間程度を要しますので、余裕をもった提出をお願いい

たします。 

 

❐申請者へ最終的な設計図書はお渡ししていますか？ 

設計図書（図面、診断書等）について、最終的に熊本市へ提出していただく設計図書

と補助事業者へお渡しされている設計図書の内容が異なっている場合があり、トラブル

の原因になることがあります。 

完了実績報告の審査の中で、設計図書の修正をしていただく場合は、その修正した設

計図書を補助事業者へお渡しください。 

 

 

 

 

 

 

提出書類 摘要 

完了実績報告書 

（交付要綱 様式第８号） 
・ホームページからダウンロード可能です。 

耐震改修工事監理報告書の写し 

（実施要綱 様式第１号） 
・工事中における変更点等を記載してください。 

工事写真 

・工事写真に不足が無いように提出してください。 

詳細は、耐震診断士向けマニュアル（設計改修一

括）」【資料編】をご確認ください。 

耐震改修工事及び工事監理に係る

契約書の写し 

・契約日は補強計画設計確認通知書の日付以降にし

てください。 

耐震改修工事が完了し、工事写真の整理・申請者への報告が済んだら、「完了実績

報告書」（交付要綱 様式第８号）等を熊本市に提出してください。 

熊本市は完了実績報告書を受理した後、審査を行い、内容が適当と認めたときは 

「補助金額確定通知書」（交付要綱 様式第９号）を補助事業者に送付します。 
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⑧「補助金交付請求書」（交付要綱 様式第１０号）等の提出              

 

代理受領制度について 

 

注意点 

❐代理受領制度を利用する場合の領収書等の金額は？ 

補助事業者からの工事費用等の支払いは代理受領する金額を除いた額とし、領収書

については代理受領する金額（補助金額）を除いた額としてください。 

 

❐代理受領を行う会社等が法人格を有している場合は？ 

「代理受領補助金交付請求書」と「代理受領委任状」に「役職名＋名前」を記載し、

代表印を押印してください。個人事務所の場合は、個人名・個人印で構いません。 

 

 

 

 

熊本市では補助事業者の金銭的な負担の軽減を目的として、耐震診断士や施工会社等へ

補助金を支払う「代理受領制度」を行うことができます。 

代理受領制度を利用される場合は、「代理受領補助金交付請求書」（交付要綱 様式第２

２号）と「代理受領委任状」（交付要綱 様式第２０号）を提出してください。 

 

例）工事費１７０万円、補助金１００万円の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通常 

申請者 

施工会社 

熊本市 

①工事費等の支払い 

170万円 ②補助金の支払い 

100万円 

※①の支払い確認後 

代理受領制度 

申請者 

施工会社 

熊本市 

①工事費等の支払い 

70万円 

②補助金の支払い 100万円 

※①の支払い確認後 

「補助金交付額確定通知書」が補助事業者に届いたら「補助金交付請求書」等を

熊本市に提出してください。 

熊本市は請求があった日から３週間程度で、補助事業者の通帳に補助金を振り込

みます。 
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熊本市 耐震診断士 申請者

補強計画設計と耐震改修工事及び

補助金交付申請書等（設計改修一括）

受取

補強計画設計の契約、再調査・補強案の作成・積算

・補助金交付変更承認申請書等

・完了実績報告書等（補強計画設計）

・補助金交付申請書等（耐震改修工事）

送 付

提 出

受取
送 付

提 出

提 示

相談

設計+改修とした方が補助

金額が高いことが判明

補助金交付決定通知書の送付

受理・審査（３週間程度）

・補助金交付変更承認通知書

・補助金額確定通知書（補強計画設計）

・補助金交付決定通知書（耐震改修工事）

受理・審査（３週間程度）

補助金交付請求書等

(補強計画設計）

補助金（補強計画設計）

の振込み（３週間程度）

提 出

補助金（補強計画

設計）の受領

指定口座への振込み

耐震改修工事及び工事監理の契約、

耐震改修工事及び工事監理の実施

耐震改修工事の完了、

工事写真等の整理

完了実績報告書等

（耐震改修工事）

提 出
受理・審査（３週間程度）

補助金額確定通知書
送 付

受取

補助金交付請求書等

（耐震改修工事）

提 出

補助金（耐震改修工事）

の振込み（３週間程度） 指定口座への振込み
補助金（耐震改修工事）の受領

『設計改修一括』から『補強計画設計』と『耐震改修工事』へ補助を切り分ける場合          

 設計改修一括で補助金の交付決定を受けたが、補強計画設計実施後に補強計画設計

(費用の２/３以内、上限１４万円)と耐震改修工事（費用の１/２以内、上限６０万

円）の補助に分けた方が補助金額の合計が多い場合があります。 

  

事業のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

２ 

４ 

５ 

６ 

３ 

③以降は、設計改修一括の

補助事業と同じ流れです。 
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①「補助金交付変更承認申請書」等、「完了実績報告書【補強計画設計】」等、「補助金

交付申請書【耐震改修工事】」等の提出 

 

②「補助金交付請求書【補強計画設計】等の提出                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補強計画設計完了後、『設計改修一括』から『補強計画設計』と『耐震改修工

事』へと補助を切り分ける場合は「補助金交付変更承認申請書」（交付要綱 様式

第３号）等、「完了実績報告書【補強計画設計】」（交付要綱 様式第１３号）等、

「補助金交付申請書【耐震改修工事】」（交付要綱 様式第１４号）等を提出してく

ださい。 

熊本市はそれぞれの書類を受理した後、審査を行い、内容が適当と認めたときは 

「補助金交付決定変更承認通知書」(交付要綱 様式第４号)、「補助金額確定通知

書【補強計画設計】」(交付要綱 様式第９号)及び「補助金交付決定通知書【耐震

改修工事】」(交付要綱 様式第２号)を補助事業者に送付します。 

「補助金額確定通知書【補強計画設計】」が補助事業者に届いたら「補助金交付請

求書【補強計画設計】」等を熊本市に提出してください。 

熊本市は請求があった日から３週間程度で、補助事業者の通帳に補助金を振り込

みます。 
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熊本市 耐震診断士 申請者

補強計画設計と耐震改修工事

及び工事監理（概算）の見積

書を作成

補助金交付申請書等

受取

補強計画設計の契約、再調査・補強案の作成・積算

完了実績報告書等

（補強計画設計）

補助金交付変更承認申請書等

補助金交付請求書等

送 付

指定口座への振込み

提 出

提 出

受取
送 付

提 出

受取
送 付

提 出

補助金の振込み

（３週間程度）

補助金の受領

提 示

相談

耐震改修工事を実施

しない

補助金交付決定通知書の送付

受理・審査（３週間程度）

補助金交付変更承認通知書

受理・審査（３週間程度）

補助金額確定通知書

受理・審査（３週間程度）

設計改修一括から補強計画設計のみへの補助に切替える場合                

設計改修一括の補助金の交付を受けたが「工事金額の捻出が難しい」や「補助事 

業者の体調が悪い」等、やむを得ない理由で耐震改修工事を実施できない場合は、補

強計画設計のみの補助（費用の２/３以内で上限１４万円の補助）を適用することがで

きます。ただし、その後、耐震改修工事を行う場合は補強計画設計と耐震改修工事の

補助（費用の１/２以内で上限６０万円の補助）合わせて７４万円が上限となりますの

でご注意ください。 

 

事業のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

１ 

３ 
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①補助金交付変更承認申請書等の提出                        

注意点 

❐補助事業の変更について補助事業者へご説明をされていますか？ 

設計改修一括（耐震改修工事費の4/5以内、上限１００万円）から補強計画設計 

（費用の２/３以内、上限１４万円）に変更をして補助金の交付を受けた場合、後にな

って耐震改修工事を実施したいという要望があったときは、耐震改修工事（費用の１/

２以内、上限６０万円）の補助を活用することになります。 

詳しい内容については、熊本市に問い合わせるように補助事業者へ伝えてください。 

 

②「完了実績報告書【補強計画設計】」の提出                              

注意点 

❐完了期限は厳守できていますか？ 

本事業での完了期限は、完了実績報告書等に不足や修正が無い状態で提出することをい

います。熊本市の審査には３週間程度要するため、余裕を持った提出をお願いします。 

 

③「補助金交付請求書の提出                           

 

 

 

 

 

 

「補助金交付変更承認申請書」（交付要綱 様式第３号）等を揃えて熊本市に提出

してください。 

熊本市は「補助金交付変更承認申請書」を受理した後、審査を行い、内容が適当

と認めたときは「補助金交付変更承認通知書」（交付要綱 様式第４号）を補助事業

者に送付します。 

「完了実績報告書【補強計画設計】」（交付要綱 様式第１３号）及び添付書類 

を揃えて熊本市に提出してください。 

熊本市は完了実績報告書等を受理した後、審査を行い、内容が適当と認めたとき

は、「補助金額確定通知書」（交付要綱 様式第９号）を申請者に送付します。 

「補助金交付額確定通知書」が補助事業者に届いたら「補助金交付請求書」（交付

要綱 様式第１０号）等を熊本市に提出してください。 

熊本市は請求があった日から３週間程度で、補助事業者の口座に補助金を振り込

みます。 
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熊本市 耐震診断士 市民（補助事業者）

補助金交付申請書等

耐震改修工事の完了、

工事写真等の整理

完了実績報告書等

補助金交付請求書等

指定口座への振込み

提 出

耐震改修工事及び工事監理の契約、

耐震改修工事及び工事監理の実施

提 出

受取

提 出

補助金の振込み

（3週間程度）

補助金の受領

耐
震
改
修
工
事

支
払
い

申
請

提 示

受取
送 付

送 付

補助金交付決定通知書

受理・審査（３週間程度）

補助金額確定通知書

受理・審査（３週間程度）

耐震改修工事及び工事監理

の見積書を作成

耐震改修工事のみの補助について                         

過去に補強計画設計を実施している※１場合は、耐震改修工事のみの補助制度に申請

することができます。 

ただし、この補助制度を利用する場合、補助金の上限額は６０万円となっております。 

※１：補強計画設計は熊本市戸建木造住宅耐震診断士が実施していることが条件です。 

 

事業のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

５ 

１ 

２ 

３ 
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③以降は、設計改修一括の

補助事業と同じ流れです。 
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①耐震改修工事及び工事監理の見積書を作成                    

※１：リフォーム工事や耐震補強工事以外の修繕などの要望がある場合は、その部分の

設計や工事については耐震改修事業の補助対象外となることを伝えてください。 

 

②「補助金交付申請書」等の提出                            

 

★補助事業者が「補助金交付決定通知書」を受けたら、耐震改修工事及び工事監理の契 

約を行い、耐震改修工事及び工事監理を実施してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過去に補強計画設計を実施した申請者から、耐震改修工事を実施したいと相談を

受けた時は、耐震改修工事及び工事監理に係る費用の見積書を作成してください。 

また、補助の対象となる業務内容と工事の内容、補助金額等について説明してく

ださい。※１ 

申請する際には、「補助金交付申請書」（交付要綱 様式第１号）等を熊本市に提

出してください。 

熊本市は補助金交付申請書を受理した後、審査を行い、内容が適当と認めた時 

は「補助金交付決定通知書」（交付要綱 様式第２号）を補助事業者（申請者）に

送付します。 
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熊本市 耐震診断士 申請者

耐震改修工事及び工事監理の実施

耐
震
改
修
工
事

設計変更の必要あり

補強案の確認

設計変更の内容について協議、合意

工事再開

完了実績報告書

耐震改修工事中に設計変更がある場合                       

 

事業のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①耐震改修工事及び工事監理の実施                        

注意点 

❐設計内容を変更する際は、補助事業者に説明をされていますか？ 

 補強内容を変更する場合は、補助事業者と協議を行い、合意を得てから、設計内容

を変更してください。 

 

 

 

 

 

１ 

２ 

設計変更後の補強案の設計図書も一

緒に提出してください。 

耐震改修工事を実施中に設計内容の変更がある場合は、耐震診断士の責任のもと、

変更後の上部構造評点の確認を行い、工事を進めてください。 
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②「完了実績報告書」等の提出                             

 

耐震改修工事期間中に設計内容に変更がある場合は、「完了実績報告書」の提出時

に下記の提出物をまとめ、提出してください。 

 

（１）現況に変更がある場合 

・現況平面図 

・現況の耐震診断書（補強前の上部構造評点が１．０未満であることを確認） 

・補強案の設計図書（耐震診断書含む） 

 

（２）補強内容に変更がある場合 

・補強案の設計図書（耐震診断書含む） 

 ※補強後の上部構造評点が１．０以上であることを確認。 

  

（３）見積書の項目及び耐震改修工事の金額に変更がある場合 

・見積書の増減表 

 ・変更契約書（写し）（※変更の契約を結ぶ場合） 

 

注意点 

❐設計の変更の内容は「耐震改修工事監理報告書」（実施要綱 様式第１号）に記載

されていますか？ 

設計内容を変更した場合は「耐震改修工事監理報告書」の【変更の概要欄】に変更内容

を記入するとともに、変更した設計図書等（現況診断書、補強案診断書、図面）を提出

してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計内容を変更した場合は、「完了実績報告書」（交付要綱 様式第８号）と変更

に伴う書類（図面、診断書等）を熊本市に提出をしてください。 
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参考資料                                             

平成３０年４月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
❐耐震改修工事概算見積書の作成時の注意点 

 件名 数量（面積） 算定式 金額 

 補強計画設計費  ― 242,000円（税込） 

1 
耐震改修工事費 

（概算） 
120.00㎡ 

33,000円【単位費用】 

×（1.1【耐震改修後の目標点数】－0.5【耐震改修前の点数】） 

×120.00㎡【住宅の延べ床面積】 

2,376,000円（税込） 

２ 工事監理費（概算） 一式 ― 242,000円（税込） 

３ 合計 ― ― 2,860,000円（税込） 

４ 補助金額 ― 
2,376,000円【耐震改修工事費（概算）】 

×4／5【補助率】（上限1,000,000円） 
▲1,000,000円 

５ 負担額（概算） ― ― 1,860,000円 

耐震改修工事概算概算の見積書の参考例 

熊本 太郎 様 
下記の通り御見積り申し上げます。 

なお、本見積は「算定式」をもとにした、おおよその金額です。 

実際の工事金額は耐震診断士による補強計画設計完了後に、提示いたします。 

住所   熊本市中央区手取本町1-2 

事務所名   ひごまる一級建築士事務所 

代表者名   肥後 次郎 

耐震診断士名 肥後 二郎 

肥
後 

工事名称 熊本 太郎 邸耐震改修工事 

工事場所 熊本市中央区手取本町1-1 

※「耐震改修工事費（概算）」は、平成30年度に熊本市の補助事業を受けた住宅の上部構造評点、延べ床面積及び工事費の平均額から

作成した「算定式」を元に計算している概算工事費です。実際に工事に掛かる金額とは異なります。 

※リフォーム工事や熊本地震の補修工事などの費用は含まれません。 

※補強計画設計で設計案が決まり次第、別途、耐震改修工事費と工事監理費の見積書を作成します。 

 

・黄色い文字は「補助金交付申請書など一式（設計改修一括、補強計画設計、耐震改修工事）excel」か

ら自動入力されます。 

 

・目標点数は1.1、1.25、1.5から選択してください。 

 

・耐震診断士の押印が必要です。 

 

・概算金額算出のための床面積は原則、耐震診断書に記載される床面積を使用してください。 

 

・耐震診断ソフトによっては、必要耐力算定用面積しか記載されない場合があるので、その際は登記事

項証明書や建築確認の床面積を根拠としてください。 

 

・自動計算で算出された金額の端数を切らないでください。 

耐震改修工事等の実施に係る概算見積書 
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戸建木造住宅【改修】  

様式第１号（第４条関係） 

       年  月  日  

熊本市長 大西 一史 様 

 

申請者 住所  熊本市中央区手取本町１番１号    

 

氏名   熊本 太郎       印  

 

電話番号  ０９６－１１１－１１１１    

 

補助金交付申請書 
（ 設計改修一括 ） 

 

熊本市戸建木造住宅耐震改修事業の補助金の交付を受けたいので、熊本市戸建木造住宅耐震改修事業補

助金交付要綱第４条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

１ 対象住宅 

所在地（地番）     熊本市 中央区 手取本町１１１０ 

 

２ 補助対象経費     金  １，２５０，０００ 円 

 

３ 補助金交付申請額   金  １，０００，０００ 円 

 

４ 完了予定日          年  月  日 

 

５ 添付書類  

  

分類 

書類 
確認欄 

(1) 事業計画書（別紙１）  

(2) 補強計画設計の見積書の写し  

(3) 耐震改修工事及び工事監理の概算の見積書の写し  

(4) 住民票の写し  

(5) 住宅の所有者がわかる書類の写し（登記事項証明書）  

(6) 市税の滞納がないことの証明書の写し  

(7) 補助対象住宅に共有者又は賃借人がいる場合は、補助事業の実施に係る同意書（別紙２）  

(8) 建築確認済証の写し又は当該住宅の建築年月日がわかるもの 

※(5)により建築年が確認できる場合は省略可能。 
 

(9)  昭和５６年６月１日以降に着工したものの場合は、災害対策基本法に基づく罹災証明書又は

罹災報告書（派遣要綱様式第２号） 
 

(10) 耐震診断結果報告書の写し  

(11) 現況写真（外観写真２方向以上）  

(12) 手続きを委任する場合は、委任状（別紙３）  

(13) その他市長が必要と認める書類  

補助金交付申請書の記入例 

捨印を押印 

提出時に記入 

２０２４年１月３１日より前の
日付を記入してください。 

Ｐ.２８「交付申請額の算定」で算出
した額を記入してください。 

「登記事項証明書」等の地番を記入して
ください。 

本事業で使用する印鑑は、今後、すべてこの印
鑑を使用していただくことになります。 

「住民票」の住所を記入してくださ
い。 
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戸建木造住宅【改修】                                  （第一面） 

別紙１（様式第１号、様式第１５号、様式第１８号関係） 

事業計画書（設計改修一括、建替え設計工事一括、耐震シェルター工事） 

申
請
者 

住 所  熊本市中央区手取本町１番１号 

氏 名 熊本 太郎 

住
宅
概
要 

所 在 地 

（ 地 番 ） 

熊本市 中央区 手取本町１１１０ 

用 途 

■ 一戸建て住宅   

□ 貸家 

□ 併用住宅（ □店舗  □事務所  □その他（        ） ） 

階 数 

□  平屋 

■  ２階建て 

□ ３階建て 

規
模
・
床
面
積 

  住宅部分 住宅以外の部分 小計 合計 

昭和56年5月

31日以前に着

工した部分 

１階 70.39 ｍ２ 0 ｍ２ 70.39 ｍ２ 

99.27 ｍ２ ２階 28.88 ｍ２ 0 ｍ２ 28.88 ｍ２ 

３階 0 ｍ２ 0 ｍ２ 0 ｍ２ 

昭和56年6月1

日以降、平成

12年5月31日

以前に増築し

た部分 

１階 14.23 ｍ２ 0 ｍ２ 14.23 ｍ２ 

14.23 ｍ２ ２階 0 ｍ２ 0 ｍ２ 0 ｍ２ 

３階 0 ｍ２ 0 ｍ２ 0 ｍ２ 

平成12年6月1

日以降に増築

した部分 

１階 0 ｍ２ 0 ｍ２ 0 ｍ２ 

0 ｍ２ ２階 0 ｍ２ 0 ｍ２ 0 ｍ２ 

３階 0 ｍ２ 0 ｍ２ 0 ｍ２ 

１階計 84.62 ｍ２ 0 ｍ２  

２階計 28.88 ｍ２ 0 ｍ２ 

３階計 0 ｍ２ 0 ｍ２ 

小 計 113.50 ｍ２ 0 ｍ２ 延床面積    113.50 ｍ２ 

建築年月日 昭和５４年 ４月３０日 

建 築 確 認 昭和５４年 １月３１日  （第 １２３４ 号） 

耐
震
診
断
の
概
要 

熊本市の 

制度の利用 

■ 有り（令和元年度）  

□ 無し 

現況の 

耐震診断結果 

（上部構造評点） 

１階Ｘ方向 １階Ｙ方向 ２階Ｘ方向 ２階Ｙ方向 

０．３５ ０．４３ ０．８３ ０．９１ 

３階Ｘ方向 ３階Ｙ方向 
  

  

設計改修一括は（第二面）、建替え設計工事一括は（第三面）、耐震シェルター工事は（第四面）に続く 

事業計画書の記入例 

「住民票」の住所を記入してくださ
い。 

「登記事項証明書」等の地番を記入して
ください。 
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（第二面） 

（注１）補助対象経費は、５千円の倍数となるよう端数を切り捨てた額とすること。 

 

 

 

 

 

補強設計者

及び補強工

事監理予定

者の概要 

建築士事務所 

（ 熊本県 ）知事登録 第０００００号 

事務所名 株式会社 ひごまる一級建築士事務所 

住 所  熊本市中央区熊本城１番１号 

電話番号 ０９６－１１１－２２２２ 

建築士 
（ 一級 ）建築士（ 国土交通大臣 ）登録 第０００００００号 

氏 名 肥後 二郎 

補強施工予

定者の概要 
補強施工者 

■ 補強施工者未選定 

□ 補強施工者選定済み（下欄に記載） 

会社名 

住 所 

電話番号 

担当者 

交付申請額

の算定 

見積額 

（消費税を含む） 

 

補強計画設計に要する費

用 
２５０，０００ 円    

耐震改修工事に要する費

用（概算） 
２，８００，０００ 円（①） 

耐震改修工事の工事監理

に要する費用（概算） 
２１０，０００ 円    

補助対象経費の上限額 １，２５０，０００ 円（②） 

補助対象経費 

① ②のうち最小の額（注１） 

１，２５０，０００ 円（Ａ） 

交付申請額 

（＝Ａ×４／５） 
１，０００，０００ 円    

補強計画設計着手予定日     ２０２３年〇月〇〇日 

耐震改修工事着手予定日     ２０２３年〇月〇〇日 

完了予定日     〇〇〇〇年〇月〇〇日 

備考 

２０２４年１月３１日より前の
日付を記入してください。 

申請書類を受理してから、通常
３週間程度で交付決定となり
ますので、その期間を見込んだ
日付を記入してください。 
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戸建木造住宅【改修】 

別紙２（様式第１号、様式第１４号 

様式第１５号、様式第１８号） 

       年  月  日  

 

熊本市長 大西 一史 様 

 

補助事業の実施に係る同意書 
（ 設計改修一括 ・ 耐震改修工事 ・ 建替え設計工事一括 ・ 耐震シェルター工事） 

 

下記の住宅について、熊本市戸建木造住宅耐震改修事業を実施することに同意します。 

また、事業の円滑な実施のため、必要に応じ協力をいたします。 

 

記 

 

１ 対象住宅 

所在地（地番）   熊本市 中央区 手取本町１１１０ 

 

２ 共有者等       住所 熊本市 中央区手取本町１番１号 

 

氏名    熊本 花子          印 

 

 

 

 

住所 

 

氏名                   印 

 

 

 

 

住所 

 

氏名                   印 

 

 

 

 

住所 

 

氏名                   印 

 

 

 

※対象住宅に共有者又は賃借人がいる場合は、同意を得て２に記入すること。

申請住宅に「共有者」又は「賃借人」がいない場合は、この書類を提出する必要はありません。 

補助事業の実施に係る同意書の記入例 

提出時に記入 

捨印を押印 

共有者、賃借人がいる場合に記入してください。 
※共有者等の苗字が申請者と同じ場合、 
印鑑は申請者と異なるものを使用して下さい 
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戸建木造住宅【改修】 

別紙３（様式第１号、様式第１４号 

様式第１５号、様式第１８号） 

  年  月  日  

熊本市長 大西 一史 様 

 

委  任  状 
（設計改修一括 ・ 耐震改修工事 ・ 建替え設計工事一括 ・ 耐震シェルター工事） 

 

 

 私は、    肥後 二郎     を代理者（窓口に来る方）と定め、下記の事項を委任しました。 

 

  １．熊本市戸建木造住宅耐震改修事業に係る２に示す申請及び報告等の内、各事業に必要な手続の一切を委任

される場合は、下記の事項に○をつけてください。  

 

 

 

２．熊本市戸建木造住宅耐震改修事業に係る申請及び報告等の手続のうち一部を委任する場合は、下記の項

目の中から該当する事項に○をつけてください。 

 

 

 

    対象住宅の所在地（地番）   熊本市 中央区 手取本町１１１０ 

 

 

申請者（委任する方） 

 住所   熊本市中央区手取本町１番１号 

 

氏名   熊本 太郎          印 

 

    代理者（窓口に来る方） 

              住所   熊本市中央区熊本城１番１号          

                

会社名  株式会社 ひごまる一級建築士事務所 

 

              氏名   肥後 二郎          印 

  

○ 熊本市戸建木造住宅耐震改修事業に係る２に示す申請及び報告等の手続における一切を委任 

 交付申請（第４条）  変更申請（第７条） 

 補助事業の中止又は廃止（第８条）  状況報告（第１０条） 

 補強計画設計の報告（第１１条）  建替え工事の着手届（第１４条） 

 完了実績報告（第１５条）  補助金の請求及び交付（第１７条） 

 完了後の報告等（第２１条）   

委任状の記入例 

提出時に記入 

捨印を押印 
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診断士派遣【要綱】 

様式第２号（第３条関係） 

      年  月  日  

 

熊本市長 大西 一史 様 

 

申込者  熊本市中央区手取本町１番１号    

 

氏名   熊本 太郎         印  

 

電話番号  ０９６－１１１－１１１１      

 

罹災報告書 
 

下記のとおり、平成２８年熊本地震により罹災したことを報告します。 

 

記 

 

１ 住宅の所在地   熊本市 中央区 手取本町１１１０ 

 

２ 被害概要 

 

 

３ 添付書類 （次のいずれかの書類を添付） 

(1) 被災状況を記録した写真 

(2) 被害の修復に要した経費を証する書類 

(3) 建築士による被災状況確認証明書（別紙） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

申請住宅が「昭和５６年５月３１日以前に着工したもの」又は「罹災証明書がある」場合は、この書類を提
出する必要はありません。 

り災報告書の記入例 

○基礎のクラック ○クロスの割れ 

提出時に記入 

地震の被害が分かる写真（２～３枚程度）をA4の紙など
に貼り付けて、添付してください。 
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設計改修一括（段階的耐震改修）について                       

 

事業の概要                                   

 

設計改修一括（段階的耐震改修）の補助について 

【１段階目耐震改修工事】】 

 

【2段階目耐震改修工事】】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助の対象となる経費 

（補助対象経費） 

補助対象住宅の耐震改修工事に要する費用（５千円の倍数

となるよう端数を切り捨てた額とする） 

補助率 耐震改修工事費の４/５以内 

補助金額 上限７０万円 

補助の対象となる経費 

（補助対象経費） 

補助対象住宅の耐震改修工事に要する費用（５千円の倍数

となるよう端数を切り捨てた額とする） 

補助率 耐震改修工事費の４/５以内 

補助金額 
上限「１００万円－１段階目耐震改修工事で受け取った補

助金額」 

設計改修一括（以下、「本事業」という）は、耐震診断士が耐震診断を実施した住宅で、

上部構造評点を０．７未満から０．７以上とする耐震改修工事を１段階目耐震改修工事、

１．０未満から１．０以上とする耐震改修工事を２段階目耐震改修工事とする段階的に

行う耐震改修工事について、補強計画設計（補強案の検討や設計図書の作成、工事費の

積算など）、１段階目耐震改修工事（工事監理を含む）を一括で実施する場合に、工事費

用の一部を住民税非課税世帯である所有者等へ補助するものです。 
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設計改修一括（段階的耐震改修）の利用について 

 

❐事業の目的等について 

本市の戸建木造住宅耐震改修事業は、「地震による住宅の倒壊等の被害から市民の生

命、身体及び財産を保護するため、耐震改修等に要する費用の一部を補助することによ

り耐震改修等の促進を図り、安全で災害に強いまちづくりの実現に寄与することを目的」

としています。 

 また、耐震改修事業は上部構造評点が１．０未満の戸建木造住宅を１．０以上とする

「耐震改修工事」を行うことを補助条件としています。 

設計改修一括（段階的耐震改修）は、本来耐震改修工事を行いたいという申請者が、

経済的な負担等を理由に、改修後の倒壊の可能性が残ることを理解されたうえで、段階

的な耐震改修工事をすることができる、例外的なものです。 

そのため、「世帯全員について、直近の年度の個人市民税・県民税（住民税）が課税

されていない世帯であること。」を条件としています。 

以上のことをご理解いただいた上で、申請者への説明等をお願いいたします。 

 

❐申請者へ概算工事見積等はお渡ししていますか？ 

申請者が、設計改修一括（段階的耐震改修）を選択する契機として、主に以下の 2つ

が想定されます。 

①耐震診断士派遣事業の診断結果の報告において、耐震改修工事の概算見積を提示さ 

れるとき 

②設計改修一括事業の補強計画設計後に、耐震改修工事の見積を提示されるとき 

特に、①についてはすべての診断士の方が実施されてはいないかと思いますが、耐震化

に向けて申請者の方の判断材料となるよう、ご協力をお願いいたします。 

なお、耐震改修工事の概算について申請者からお尋ねがあった場合は、本市で概算の

見積書の様式を作成していますのでご活用ください。 

（熊本市での実績を基に作成している計算式：【単位費用３３，０００】×｛【１．１

耐震改修後の目標点】-【耐震改修前の点数】｝×【住宅の延べ床面積】） 
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必要な書類について（設計改修一括と異なるもののみ抜粋） 

ここでは、提出書類について、設計改修一括と異なるもののみ抜粋して記載していま

す。 

ここに記載されているもの以外の提出書類については、基本的には設計改修一括の書類

と大きく変わりませんので、以下をご確認ください。 

・本マニュアルの設計改修一括のページ（P.7～） 

・【耐震改修事業利用の手引き 申請者（市民の皆様）向け 設計改修一括（段階的 

 耐震改修）編】 

 

補助金交付申請に必要な書類（１段階目耐震改修工事） 

 

補助金交付申請に必要な書類（2段階目耐震改修工事） 

 

補強計画設計報告時に必要な書類 

 

 

提出書類 摘要 

補助金交付申請書 

(交付要綱 様式第一号の二) 
・ホームページからダウンロード可能です。 

申請者の世帯全員の住民票の写し 

・各区の区役所区民課及び出張所で取得できます。 

・個人番号カード（マイナンバーカード）を利用して、

コンビニエンスストアでも取得可能です。 

世帯全員の直近の年度の個人市民

税・県民税（住民税）が非課税であ

ることがわかるもの 

（市県民税（所得・課税）証明書の

写し） 

・中央区役所は市民税課、その他の区役所（北、南、

東、西）は区民課と各税務室で取得できます。 

提出書類 摘要 

補助金交付申請書 

(交付要綱 様式第一号の三) 
・ホームページからダウンロード可能です。 

１段階目の補助金額確定通知書の

写し 

・１段階目耐震改修工事の完了時に市から通知書をお送

りしていますので、写しを提出ください。 

１段階目耐震改修工事後の増築等

により設計内容が変わる場合は、

変更に関する書類 

・変更後の各階平面図、変更後の耐震診断書等                

提出書類 摘要 

現況の各階平面図 ・補強案の設計図書（１段階目耐震改修工事及び２

段階目耐震改修工事とも） 

・現況の耐震診断書 ※再診断を行った場合に提出 

実施要綱第４条第４項に掲げる設 

計図書 

耐震改修工事を段階的に実施する

理由書及び誓約書（別紙４） 

・改修後に倒壊の可能性が残ることにご理解いただ

いたうえで、申請者に記入していただきます。 

耐震改修工事及び工事監理の見積

書の写し 
・数量等をご確認の上提出してください。 
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耐震診断

設計改修

一括

設計改修

一括

（段階的）

設計 工事

設計のみ 工事のみ

設計
工事

（1段階目）

工事

（2段階目）

設計のみ
工事のみ

（1段階目）

工事のみ

（2段階目）

想像以上に

費用負担が

増大した

場合等

補助上限：100万円

補助上限：14万円 補助上限：60万円

補助上限：70万円 補助上限：100万円-1回目補助額補助上限：計100万円

補助上限：14万円

補助上限：42万円 補助上限：60万円-1回目補助額

再調査で

評点0.7以上

となった

場合等

耐震改修事業全体の流れについて 

設計改修一括（段階的耐震改修）の事業追加により、事業の変更等の流れが複雑化し

ています。 

以下の大まかな事業全体のフローをご参考にされてください。 

 

事業のフロー 
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設計改修一括から設計改修一括（段階的耐震改修）への補助に切替える場合                

設計改修一括の補助金の交付を受けたが予算オーバー等の事情により、設計改修一

括（段階的耐震改修）へ切り替えることが可能です。 

事業のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熊本市 耐震診断士 申請者

補強計画設計と耐震改修工事

及び工事監理（概算）の見積

書を作成

補助金交付申請書等

受取

補強計画設計の契約、再調査・補強案の作成・積算

補助金交付変更承認申請書等

送 付

提 出

受取
送 付

提 出

提 示

相談

想像以上に費用負担が

増大した場合等※

補助金交付決定通知書の送付

受理・審査（３週間程度）

補助金交付変更承認通知書

受理・審査（３週間程度）

段階的改修の補強案の作成・積算

補強計画設計報告書等

（設計の完了実績報告）

耐震改修工事の完了、

工事写真等の整理

完了実績報告書等

補助金交付請求書等

指定口座への振込み

提 出

補強計画設計確認通知書 受取
送 付

耐震改修工事及び工事監理の契約、

耐震改修工事及び工事監理の実施

提 出

補助金額確定通知書 受取
送 付

提 出

補助金の振込み

（３週間程度）
補助金の受領

受理・審査（３週間程度）

受理・審査（３週間程度）

※非課税世帯に限る
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熊本市 住宅政策課 住宅支援班（市役所９階） 

〒860-8601 

住所：熊本市中央区手取本町１番１号 

電話番号 ：０９６－３２８－２４４９ 

FAX番号：０９６－３５９－６９７８ 

メールアドレス：jutakuseisaku@city.kumamoto.lg.jp  

                                         


